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論　文

「クラウド」と「モバイル」による�
� 中小企業におけるICT活用促進の可能性

日本政策金融公庫総合研究所主席研究員

竹　内　英　二

要　旨
情報通信技術（ICT）の発達はめざましい。低価格化と性能の向上で、携帯電話やパソコンを保有

しない世帯の方が少数派になっている。また、インターネットの商用利用も増えている。しかしながら、
国際的に見ると日本のICT投資は低水準にとどまっている。その一因は企業の大半を占める中小企業、
とりわけ小規模な企業においてICT投資が低調なことにある。
中小企業でICTの利活用が進んでいないのは、資金制約の問題よりも、ICTの知識が乏しいので使

いこなせない、あるいはICT投資の効果に疑問をもっているためである。リテラシーが低くてもICT
を活用でき、ICT投資の費用対効果を高めるという点で、今後期待されるのが「クラウド」と呼ばれ
るサービス群と携帯電話に代表される「モバイル」である。この二つを活用することで、従来であれ
ば困難であったICTの利活用に成功している企業が登場している。
成功企業の共通点は、利用の目的、裏を返せば企業の課題を把握していることである。その課題は、

新規顧客の獲得を含む売り上げの増大、ブランド・ロイヤルティの形成、コストダウンの三つに大別
できる。本稿では、各課題に応じた具体例を示した後、「クラウド」を活用するための留意点を指摘
する。最後に中小企業におけるICT普及を支援するための施策を提案する。
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1 　中小企業におけるICT投資の現状

⑴　企業・家庭に普及するICT

1990年代にインターネットの普及が始まって以
降、情報通信技術（Information�&�Communication�
Technology、以下ICT）の普及・発達にはめざ
ましいものがある。パソコンや携帯電話は、製造、
販売、営業、経理など企業活動のさまざまな業務
に利用されており、パソコンや携帯電話などがあ
ることは当然であるかのように思われる。
総務省の「通信利用動向調査」によると、2009
年末のインターネット利用者数は推計で9,408万
人に達し、 6歳以上人口の78.0％がインターネッ
トを利用していることになる（図− 1）。
企業に関しても、調査対象が常用雇用者数が
100人以上のものに限られているという欠点はあ
るが、インターネット利用率は2009年末で99.5％
となっており、少なくとも100人以上の企業では
インターネットの利用は当然という状況になって
いる。
次に、同調査で携帯電話・PHSおよびパソコン
の世帯普及率を見ると、同年末でそれぞれ
96.3％、87.2％となっている。いまや携帯電話や
パソコンを所有していない世帯の方が少数派なの
である（図− 2）。
なお、インターネットへの接続はパソコンと携
帯電話・PHS等を併用している人がインターネッ
ト利用者の69.0％を占めており、パソコンだけ、
あるいは携帯電話・PHS等だけという人はいずれ
も 1割程度である。
これだけICTが普及したのは、便利だからにほ
かならない。ビジネスで例をあげると、電子メー
ルを使えば、ほぼ一瞬で見積書を顧客に届けるこ
とができる。外出している従業員とも携帯電話で
すぐに連絡がとれるようになった。カーナビゲー

ションのおかげで配送先の場所がわからずに迷う
こともまずない。消費者も自宅にいながら買い物
ができるなどICTの恩恵を受けている。

⑵　緩慢な日本のICT投資

活発であるように見える日本のICT投資も、実
は国際的に見ると緩慢である。EUを中心とする
プロジェクトである“EU�KLEMS”は、資本（Ｋ）、
労働（Ｌ）、エネルギー（Ｅ）、中間財（Ｍ）、サー
ビス（Ｓ）のデータベースを作成し、公表してい
るが、これによると日本におけるICT資本─コン
ピュータ、通信機器、ソフトウエア─への年間実
質投資額（基準は1995年価格）は1995年から2006
年にかけて2.0倍になった（図− 3）。
しかし、同期間に旧東ドイツ地域を抱えるドイ
ツでもICT資本への実質年間投資額は4.5倍、イギ
リスが5.1倍、アメリカが5.3倍、オランダが5.9倍、
デンマークが8.8倍となっている。
もちろん、国によってもともとのICT投資額に
は差がある。日本が早くから高水準の投資をして
いたのであれば、他の先進国よりも投資のペース
が遅くても当然である。だが、総務省の「ICTの
経済分析に関する調査（2008年度）」により、「民
間企業資本ストックに占める情報通信ストック」
の割合を見ると、1995年時点で日本は2.3％であっ
たのに対し、アメリカは3.1％であった。
この割合は、2007年になると日本も3.7％に増
加するが、アメリカは9.1％と日本を大きく上回っ
て増加している。一見、ICTが普及しているよう
に見える日本であるが、国際的にはむしろICTへ
の投資は後れているといえるのである。
政府もこうした現状をふまえてか、2001年 1 月
に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」
を施行し、ICT投資を促進し、ビジネスの活性化
やより豊かな生活の実現などを目指している。内
閣には「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略
本部」が置かれ、2010年 5 月には、日本が持続的
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に成長していくために必要な柱として「新たな情
報通信技術戦略」を決定している。

⑶　低水準にとどまる�
� 小規模な企業のICT投資

日本が他の先進国と比べて、ICT投資が緩慢で

ある理由は不明である。景気の低迷で企業がICT
への投資を減らしているという記事はよく見かけ
るが、景気の低迷は真の理由ではないと思われる。
多少の変動はあるにせよ、先進国は、どこも低成
長と高失業率が常態化しているからである。推測
にすぎないが、ICTに対する企業の考え方が異な

図− 1　インターネット利用者数および人口普及率の推移
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資料：総務省「通信利用動向調査」（2000年）
（注） １　インターネット利用者数は、６歳以上で過去１年間に、インターネットを利用したことがある者の推計値。
　　　 ２　インターネットの利用はパソコンに限らず、携帯電話、ゲーム機、テレビ等あらゆるものを含む。
　　　 ３　人口普及率は、インターネットの利用者数を６歳以上人口で除したもの。６歳以上人口は国勢調査と生命表

にもとづく推計値。

図− 2　携帯電話・ＰＨＳ、パソコンの世帯普及率

資料：図－１に同じ。
（注）推計値ではなく、アンケートで所有していると回答した割合。
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るのではないだろうか。つまり、日本の企業は景
気が悪いからICTを含めて全般的に投資を控えて
いるのに対し、欧米の企業は景気が悪いからこそ、
ICTへの投資で生産性の向上を図っているのでは
ないか。
日本全体のICT投資は国際的に見て後れている
のであるが、そのなかでも小規模な企業でICT投
資はいちだんと低調である。表− 1は、2008年版
の『中小企業白書』により、業種別従業員規模別
に中小企業におけるパソコンの装備状況を見たも
のであるが、製造業、非製造業ともに、規模の小
さな企業ほど従業員 1人当たりの保有台数が少な

くなる傾向が見受けられる。
製造業の場合、「従業員 1人当たり 1台以上」
という企業の割合は「301人以上」では41.6％で
あるが、「20人以下」では20.2％である。一方、「パ
ソコンは保有していない」という企業の割合は、
「301人以上」では 0 ％であるが、「20人以下」で
は8.6％となっている。
非製造業の場合、「従業員 1人当たり 1台以上」
という企業の割合は、「301人以上」で55.7％、「20
人以下」でも50.4％とそれほど大きな差はないが、
「パソコンは保有していない」という企業の割合
は「301人以上」では 0 ％であるが、「20人以下」

表− 1　パソコンの装備状況
（％）

業種・従業員数 従業員 1人当
たり 1台以上

従業員 2人当
たり 1台程度

従業員 3人～ 5人
当たり 1台程度

従業員 6人～10人
当たり 1台程度

従業員10人当
たり 1台未満

パソコンは保
有していない

製造業
20人以下 20.2 19.9 31.8 14.1 5.3 8.6
21人～300人 20.1 25.4 32.9 14.2 7.2 0.2
301人以上 41.6 31.9 16.8 7.5 2.2 0.0

非製造業
20人以下 50.4 18.9 15.1 5.5 5.3 4.8
21人～300人 51.4 17.9 13.8 9.2 7.4 0.4
301人以上 55.7 17.0 11.4 6.3 9.7 0.0

出所：中小企業庁『中小企業白書（2008年版）』
資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱「ITの活用に関するアンケート調査」（2007年11月）

図− 3　日本と欧米のICT資本への年間投資額の推移（1995年＝ 1）

資料：EU KLEMS Database、2009年11月リリース資料、Capital Input Files、Real gross fixed capital formation
（注）１　ICT資本とは、コンピュータ、通信機器、ソフトウエアのことである。
　　　２　原数値は各国とも1995年価格を基準とした実質投資額である。
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では4.8％となっている。
一口に製造業といっても、製品の開発や設計、
デザイン、あるいは経理など間接部門に多くの人
員を配置している企業もあれば、加工や組み立て
部門に人員が集中している企業もある。前者では
コンピュータの必要数が多くなるだろうし、後者
では少なくなるはずである。非製造業には多くの
業種が含まれる。ソフトウエア業であれば従業員
1人当たりのパソコン数が 1台を超えることは珍
しくないであろうし、逆に飲食店や理美容業、小
売業では大企業であっても全従業員にパソコンを
装備する必要性は乏しいだろう。
このように従業員 1人当たりのパソコン装備台
数が少ないからICTの利活用が進んでいないとは
言い切れないし、装備台数が多いからといって
ICTの利活用が進んでいるともかぎらない。それ
でも、パソコンを保有していないか、保有してい
ても 1台か 2台という企業が小規模な企業で多い
ことは間違いない。前述のインターネットやパソ
コンの普及率を考慮すると、小規模な企業のICT
投資は低水準であるといって差し支えないと思わ
れる。

⑷　小規模な企業がICTに投資しない理由

小規模な企業ほどICT投資が低水準にとどまっ
ている理由として、まず思い浮かぶのは資金制約
である。しかし、パソコンが一般家庭にも普及し
始めた90年代とは異なり、現在はパソコンの低価
格化が進んでいる。実売価格の動向については不
明だが、㈳電子情報技術産業協会の「パーソナル
コンピュータ国内出荷実績」によると、Ａ 4型ノー
トパソコン1の出荷価格は2004年度には145,764円
であったのが、2009年度には89,595円と10万円を

切るまでになっている。モバイルノートパソコ
ン2の平均出荷価格も2004年度には154,205円だっ
たのが、2009年度には91,468円とやはり10万円を
切っている。
パソコンはハイスペック高価格製品とロース
ペック低価格製品との二極化が進んでいる。上述
の出荷価格は単純な平均値であり、ハイスペック
を求めなければノート型パソコンは 5万円前後で
購入できる。業務に直接使用できるソフトウエア
が付属していることはまずないが、経営者を含め
て 4人の企業で全員にパソコンを装備しても20万
円程度ですむわけである。
インターネットを使うには、インターネット・
サービス・プロバイダーに加入しなければならな
いが、通信費用と合わせても月に 1万円もかから
ないだろう。ホームページ等を閲覧するために必
要なソフトウエアであるブラウザは複数の企業か
ら無料で配付されている。
ソフトウエアの方はパソコン本体と比べると、
価格自体はそれほど低下していない。それでも、
ほとんどの企業が使用している文書作成と表計
算、電子メールの送受信だけならば、広く普及し
ているマイクロソフトの“Office”が最も安価なも
ので約 3万円と、定価で購入したとしても 4人分
で12万円ほどである。パソコンと合わせると安い
買い物とはいえないかもしれないが、手が届かな
いほど高価でもないだろう。パソコンや標準的な
ソフトウエアの価格がICT投資の障害になってい
るわけではないと考えられる。
では、なぜ小規模な企業ほどICT投資が低水準
にとどまっているのだろうか。小規模な企業では
ICTの必要性が乏しいのだろうか。
表− 2は、パソコンなどハードウエアの過不足

1� 　シンクライアント・パソコンを含む。シンクライアントは“Thin�Client”のことでパソコンにはアプリケーションを搭載せず、デー
タも保存されない。プログラムはインターネットやLANで接続したサーバで動かし、データもサーバに保存する。「デスクトップの
仮想化」とも呼ばれる。シンクライアントを使うと、パソコンの紛失・盗難による情報漏洩のリスクが小さくなる、不正使用が防止
できるといったメリットがある。

2� 　一般に、Ｂ5サイズで重量が1.5キログラム程度までのものをいう。
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について中小企業がどう考えているかを見たもの
であるが、「20人以下」の企業では「不足している」
と回答した企業は17.1％にとどまり、「充足され
ている」が53.3％、「必要がない」が29.5％にもな
る。どのような企業が「必要がない」「充足され
ている」と回答しているのかわからないが、パソ
コンを積極的に増設しようと考えている小規模な
企業は多くないことがわかる。
『中小企業白書』の調査では、同様の質問をソ
フトウエアについても行っており、ソフトウエア
も含めてICT資本の蓄積が必要ないと回答した企
業について、その理由を見たのが図− 4である。
最も多かったのは、「事業規模が小さく、高度
な情報処理は必要がない」で実に83.0％の企業が
回答している。どのようなものを「高度な情報処

理」と考えているのか、この図からはわからない
が、ICTに積極的に投資する必要を感じていない
企業は、ICTを誤解しているのではないだろうか。
ICTで高度な情報処理ができることは事実であ
るが、だからといって経営の役に立つとはかぎら
ない。高度な情報システムをもてあましている大
企業などいくらでもある。逆に、ちょっとした工
夫で大きな成果を得ている小規模な企業もある。
ICTは活用の方法が重要なのであって、むしろ資
金や人手の少ない小さな企業の方がICTを生かせ
る場面が多いだろう。
図− 4には興味深い回答もある。「投資費用に
見合った効果が期待できない・効果を評価できな
い」である。27.3％の企業が回答している。
後でも触れるが、ソフトウエアのなかにはパッ

図− 4　ICT資本の蓄積が必要ない理由（複数回答）

出所、資料：表－１に同じ。
（注）　ハードウエアだけではなく、ソフトウエアについてＩＴ資本の蓄積が必要ないと回答した企業も対象とした質問の結果である。
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表− 2　ICT資本の蓄積（ハードウエア）
（％）

従業員数 充足されている 不足している 必要がない
20人以下 53.3 17.1 29.5
21～300人 66.9 24.3 8.8
301人以上 71.6 27.4 1.0
出所、資料：表− 1に同じ。
（注）   1  �ハードウエアは、パソコンやサーバなど有形の資産を指す。
　　　 2『�中小企業白書』ではICTではなく、ITと表記されている。
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ケージでも高価なものがあるし、ベンダーに一か
ら開発を依頼するとなれば、その費用は数百万円
になることもある。ホームページの制作も、内容
によってはやはり数百万円になることがある。と
ころが、これだけの費用をかけても目に見える成
果が得られないことが少なくない。
このような失敗が起きる原因の一つは、要件定
義がきちんとされていないことにある。どのよう
な目的でICTを使うのか、その目的を達成するた
めに必要な機能は何かを明確にしていないから、
効果も成果も得られないのである。ソフトウエア
の販売会社や開発会社などベンダーに言われるま
まにICTを導入した場合や、よくわからないまま
開発を進めた場合に起きやすい事態である。ベン
ダーの販売・開発姿勢にも問題はあるが、ICTを
利用する企業にも成果が得られないことに対する
責任がある。機械や店舗への投資と同様に、ICT
投資においても目的と必要な機能を中小企業は自
ら定義できなければならない。

2 　「クラウド」と「モバイル」の可能性

⑴　経営に対するICTの効果

ICTは利用できる業務が広く、中小企業経営に
対してどのような効果があるかを一言でいうこと
はできないが、使い方しだいで確実に成果を上げ
ることができる。

表− 3は、東京商工会議所の「中小企業におけ
るIT導入と生産性向上に関する実態調査」（2009
年）により、「コンピュータや携帯電話を仕事で
利用している企業」と「コンピュータや携帯電話
を仕事で利用していない企業」とで、売上高や利
益の動向に違いがあるかを見たものである。なお、
前者はアンケート回答企業の92.2％、後者は7.8％
を占める。また、同調査では携帯電話を通話や電
子メールの送受信だけに利用している場合は、仕
事での利用に含めていない。
景気の低迷を反映してか、どちらのグループも
売上高、利益ともに減少傾向であるとする企業の
割合が最も多い。しかし、「減少傾向」と回答し
た企業の割合は、「コンピュータや携帯電話を仕
事で利用していない企業」では、売上高、利益と
もに70％台後半となっているのに対し、「コン
ピュータや携帯電話を仕事で利用している企業」
では50％台にとどまっている。
逆に、「増加傾向」と回答した企業の割合は、

「コンピュータや携帯電話を仕事で利用していな
い企業」では、売上高、利益ともに 3％台にとど
まっているのに対し、「コンピュータや携帯電話
を仕事で利用している企業」ではともに10％台と
なっていいる。両グループによる回答の差は、χ
二乗検定の結果、10％水準ながら統計学的に有意
である。
表− 4は、表− 3と同じく東京商工会議所の報
告書によって、ソフトウエアを導入した業務の生

表− 3　ICT機器の利用と売上高・利益の動向
（％）

この 3年間の売上高の傾向 この 3年間の利益の傾向

増加傾向 どちらとも
いえない 減少傾向 増加傾向 どちらとも

いえない 減少傾向

コンピュータや携帯電話を
仕事で利用している 12.3 31.2 56.5 10.4 35.6 53.9

コンピュータや携帯電話を
仕事で利用していない 3.7 18.5 77.8 3.8 19.2 76.9

出所：東京商工会議所『「中小企業におけるIT導入と生産性向上に関する実態調査」結果報告書』（2010年 3 月）
（注）   1  χ二乗検定の結果、両者に差はないという帰無仮説は10％水準で棄却される。
　 　  2 『報告書』では、ICTではなく、ITと表記されている。
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産性が上がったかどうかを見たものである。ベン
ダーに開発を依頼した場合には、かえって生産性
が下がったという企業もなかにはあるが、既製の
ソフトウエアを購入した場合も、ベンダーに開発
を依頼した場合も生産性が上がったとする企業の
割合が半数を超えている。
以上の結果から、ICTを利用したからといって
必ずしも業績が向上するわけではないが、まった
く利用していない企業に比べれば業績が向上する
可能性は高いといえる。
ただ、ICTが経営改善の役に立つとはわかって
いても、いざ投資するとなると躊躇する経営者も
少なくない。前述のとおり、パソコンの価格自体
は相当下がっているけれども、業務用のソフトウ
エアは必ずしも安くはない。量販店の店頭で売っ
ているソフトウエアには、たとえば会計用なら
2,000円前後からあるが、一方で50万円を超える
ようなものも販売されている。利用する側とすれ
ば、価格の違いが何によるものか店頭ではほとん
どわからない。
低価格のものでも、ニーズを満たせる場合はあ
るが、入力できる取引先数に制限があったり、安
定して動かなかったりといった問題を抱えている
可能性がある。高価なソフトは制約も少なく、誤
作動もまずないが、機能が多すぎて使いこなせな
い、買い替えが必要になったときに、また多額の
費用がかかるといった問題がある。しかも、高価
だからといってニーズを満たせるとは限らない。
ICTに不慣れな人はどちらを選択しても不満をも
つことになり、「ICTなど当社には必要ない」と
結論づけてしまうかもしれない。

市販の製品で満足できない場合は、ベンダーに
開発を依頼することになる。特注するのであるか
ら当然費用は高くなる。
先の東京商工会議所の調査では、市販のソフト
ウエアを購入した場合、その価格の中央値は28万
円だが、開発した場合、費用の中央値は300万円
にもなる。外部に開発を依頼することは中小企業、
とりわけ小規模な企業にとっては大きな負担であ
ろう。しかも、表− 4で示したように、生産性が
上がったという企業が55.7％もあるとはいえ、 4
割の企業は変わらない、なかにはかえって生産性
が下がったという企業もあるのだから、小規模な
企業に限らず、ICT投資に慎重な企業や消極的な
企業が多いとしても仕方がない。

⑵　普及が始まった「クラウド」

比較的大きな中小企業のなかには、必要なソフ
トウエアを自社で開発しているものも少数ながら
存在する。そうした企業の多くは、パソコンが普
及する前のオフコンの時代からICT投資を進めて
きている。パソコンが普及し始めてから市販の
パッケージを使って受発注管理や在庫管理、経理
まで多くの業務を効率化している企業もある。
いずれの場合も、大変な時間と労力、そして資
金をかけている。ICT投資が進んでいない企業が
そうした企業の話を聞いても、ICT投資に積極的
になるどころか、かえってあきらめてしまうので
はないだろうか。だが、「クラウド」の登場でコ
ンピュータの知識があまりなくても、ICTを利活
用しやすい環境が整いつつある。
「クラウド」は、クラウドコンピューティング、

表− 4　ソフトウエアを導入した業務の生産性
（％）

業務の生産性
上がった 変わらない 下がった

購入した場合 56.6 43.4
開発を依頼した場合 60.7 35.7 3.6
資料：表− 3の出所に同じ。
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あるいはクラウドサービスの略であるが、その定
義は必ずしも明確ではない。NPO法人ASP・
SaaSインダストリ・コンソーシアム（ASPIC）
では「ASP・SaaSの集合体」と定義している。
ASPはApplication� Service� Providerの略で、
主にインターネットを通じてソフトウエアの利用
サービスを提供する事業者のことであるが、10年
ほど前に登場してすぐにサービスそのものを指す
ようになった。SaaSはSoftware�as�a�Serviceの略
で、ソフトウエアを資産ではなくサービスとして
とらえようという概念である。厳密には異なるも
のだが、実態はASPと同じものだと考えてよい。
「クラウド」の仕組みは単純である。提供され
るソフトウエアは、サービス事業者のサーバにあ
り、利用者のパソコンにはインストールする必要
がない。利用者はインターネットを経由してサー
ビス提供者のサーバにアクセスし、ソフトウエア
を利用する。利用者に必要なものはインターネッ
トに接続されたパソコンとブラウザである。パソ
コンはデータの入出力を行う端末機であり、その
データもサービス事業者のサーバに保存される。
データが保存されるという点では、ハードウエア
もサービスとして提供されていることになる。こ
れはHaaS（Hardware�as�a�Service）とも呼ばれ、
独立したサービスとして提供されることもある。
「クラウド」の利用者はソフトウエアを購入す
るのではなく、定額あるいは従量制の仕様料金を
支払う。ちなみに、アメリカでは概念図でインター
ネットを示すときに雲の絵で表すことが多いこと
からクラウドコンピューティングという言葉が生
まれたとされる。
光回線など高速・大容量の通信回線が普及した
ことなどから、ASP・SaaSともに、高い性能を
もったソフトウエアが安価で提供されるようにな
り、利用する企業が増えている。新規にクラウド
を利用する企業だけではなく、既存の情報システ
ムを「クラウド」に置き換える企業もある。

⑶　「クラウド」のメリット

「クラウド」でソフトウエアを利用する場合の
メリットはいくつかある。
第 1に、ニーズに合わない、あるいは使いにく
いソフトウエアを購入するという失敗を回避でき
る。クラウドサービスの多くは、無料で試用する
ことができる。使ってみてだめなら契約しなけれ
ばよい。Googleのように文書作成やホームページ
のアクセス解析用ソフトウエアを無料で提供して
いる企業もある。「高い買い物」をしなくてすむ
のである。
第 2に、利用できるようになるまでの期間が短
いことである。店頭で販売されているソフトウエ
アならインストールすればすぐ使えるが、ベン
ダーに開発を依頼した場合、稼働までに数カ月は
かかる。クラウドでも、すでに利用しているソフ
トウエアから移行する際にデータを入力し直す手
間がかかる場合もある。それでも開発を依頼する
よりは稼働までの期間が短い。
第 3に、「クラウド」では、ソフトウエアの性
能に比べると使用料が安価であり、大企業でなけ
れば導入できなかったような高価なソフトウエア
を小規模な企業でも利用できることである。使用
時間に応じた料金体系にしている事業者もある。
「クラウド」ですべてが対等になるというわけで
はないが、ICTに関しては小規模だから大企業よ
りも不利だという場面は減っていく。
第 4に、ブラウザ上で簡単な操作をするだけで
ソフトウエアを動かせることである。例外もある
が、低料金で提供する代わりに多くの人に使って
もらうことによって収益を上げるのが「クラウド」
のビジネスモデルなので、パソコンに不慣れな人
でも比較的使いやすように設計されている。
第 5に、データはサービス事業者のデータセン
ターに保管されるので、たとえば情報漏洩対策を
サービス事業者に任せることができる。大企業に



─ 10 ─

日本政策金融公庫論集　第 9号（2010年11月）

は、コストだけではなく、セキュリティの観点か
ら「クラウド」に移行する企業もある。
第 6に、TCO（Total� Cost� of� Ownership）を
削減できる。ソフトウエアは購入後にも費用がか
かる。ソフトウエアに不具合があった場合の処理、
バージョンアップにかかる費用、ライセンスの管
理、パッケージの保管にもコストがかかる。所有
することでかかるコストが「クラウド」では発生
しない。これはSaaSという発想の原点でもある。
多くのメリットがあるとはいえ、小企業への普
及はやはり遅いようである。ASPICが2009年 3
月に実施した「民間分野におけるASP・SaaS利
用者動向調査」によると、従業員 6人以上の企業
ではASP・SaaSを利用している企業の割合は
33.9％であるが、従業員 5人以下の企業では8.2％
にとどまっている。この調査はインターネットを
使って行われたものであり、比較的ICTに関心が
高い企業が回答していると思われれるが、それで
も小規模な企業の利用は少ないのである。
また、同調査ではASP・SaaSについて、「利用・
試用もしておらず、検討も始めていない」企業が
54.4％、「よく分からない」という企業が17.6％あ
る。回答企業の78.0％が従業員20人以下であるこ
とを考えると、「クラウド」は小規模な企業に理
解されていない、いや知られていないと推測でき
る。これは小企業側の勉強不足というだけではな
く、ベンダー側にとって新しい事業であり、十分
に周知できていないからであろう。

⑷　広がる「モバイル」の活用範囲

「クラウド」とともに、中小企業のICT活用を
進める道具となりうるのが「モバイル」である。
「モバイル」の代表は携帯電話であるが、通信
モジュールが組み込まれており、屋外で利用でき
る情報機器はすべて「モバイル」といってよい。
つまり、携帯電話や無線LAN機能のあるノート
型パソコンはもちろん、通信機能をもったカーナ

ビ ゲ ー シ ョ ン やPDA（Personal� Digital�
Assistant、携帯情報端末）なども含まれる。た
だし、本稿ではノート型パソコンは除く。ノート
型パソコンには携帯電話やPDAにある操作の容
易さがないからである。
「モバイル」は、それ自体でもすでに多くの中
小企業で業務の効率化に役立っている。たとえば、
宅配業者は、カーナビゲーションのおかげで、地
図を見ながら配送先を探して迷うことも減った
し、代金引換の客が在宅し、支払の用意ができて
いることを携帯電話で確認した上で配達すること
ができる。無駄足をふむことがなくなるから、コ
ストの削減につながる。
近年は、「クラウド」と組み合わせることで、
一段と「モバイル」の活用範囲が広がっている。
よく利用されているものとして、携帯電話による
ナビゲーションシステムが挙げられる。月に数百
円で高価なカーナビゲーションと遜色のないサー
ビスを利用できる。
また、スケジュールの設定・確認や、メールの
送受信、伝言、電子掲示板など共同作業をサポー
トするグループウエアも携帯電話向けのクラウド
サービスとして提供されている。「会社に戻って
調べてみます」といったことが減り、顧客にとっ
ても便利になる。このようにサービスが豊富に
なっていることから、携帯電話をはじめとする「モ
バイル」を活用できる業務の範囲も広がっている。
とはいえ、広く普及している携帯電話も通話や
電子メールの送受信にしか使っていない企業がほ
とんどだと思われる。先の東京商工会議所の調査
でも、携帯電話を通話や電子メール以外の業務に
利用している企業は20.4％にとどまった。
携帯電話をはじめとするモバイル機器のよいと
ころは、前述のようにパソコンと比べれば操作が
比較的簡単なことである。電源を入れてから使用
できるようになるまでの時間も短い。また、携帯
電話は普段から使いなれている人が多いので、業
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務のICT化を促進する契機になると思われる。

3 　「クラウド」と「モバイル」の活用例

「クラウド」や「モバイル」が経営の役に立つ
とはいっても、闇雲に導入しても「投資費用に見
合った効果が期待できない・効果を評価できな
い」ということになりかねない（前掲図− 4）。
換言すれば、効果や成果を測れない、少なくとも
実感できないICT投資はすべきではないというこ
とである。
投資効果を測定するには、そもそもなぜICTを
導入するのか、つまり企業にとって何が問題なの
かを明確にする必要がある。先にも触れた要件定
義の第一歩である。目的が明確になれば、どのよ
うな機器を使い、どのようなクラウドサービスを
使えばよいのかがわかる。使った成果や効果はで
きるだけ数字にして把握しなければならない。金
銭に換算できることが望ましいが、目的によって
はミスが○％減った、お客が○人増えたという測
定でもかまわないだろう。こうした効果測定がう
まくできないとICTは役に立たないということに
なりかねず、投資は進まなくなってしまう。
ICTを使う目的は、大別すれば、新規顧客の獲
得を含む売り上げの増大、ブランド・ロイヤル
ティの形成、コストダウンの三つであろう。この
三つは必ずしも独立しているわけではない。自企
業の製品やサービスに対してブランド・ロイヤル
ティを形成できれば売り上げの増加につながる
し、コストダウンによって新規顧客を獲得するこ
ともできる。顧客が増加することによって規模の
経済が作用し、売上高に対する経費率が下がるこ
ともあろう。
クラウドサービスの新聞やテレビの広告では、
業務の効率化をうたっているものが目につくが、
業務の効率化自体は目的になりえない。業務の効
率化によってコストの削減を図るのか、顧客サー

ビスの向上を図るのか、あるいは従業員の負担を
減らすのか（これは結果としてコストダウンや顧
客サービスの向上につながる）を明確にしなけれ
ばならない。利用を検討する中小企業は、ベンダー
の営業トークを安易に信用しないよう気をつける
必要がある。
では、実際にどのようにして「クラウド」や「モ
バイル」を経営改善につなげるか。以下では、目
的別に実例を見ていくことにする。

⑴　売上高の増大

①　オンラインショップ
インターネットが普及し始めた1990年代後半
に、少なからぬ数の企業が取り組んだのが、イン
ターネットを使った通信販売である。大企業の多
くはインターネットの特性を理解できず、また既
存の販売チャネルとの競合を恐れて当初はほとん
ど成功しなかったが、インターネットの世界に可
能性を見いだした挑戦的な中小企業によってオン
ラインショップという業態が確立され、認知され
ていった。
㈲バンダイスポーツ（会津若松市）もそのうち
の一社である。同社はスポーツ用品全般を扱って
いるが、中心となるのは野球用品である。新品の
グラブを柔らかくする「湯もみ型付け加工」や、
オーダーグラブは顧客の評価が高い。しかし、会
津若松市周辺は冬には雪が積もるため、野球はオ
フシーズンとなってしまう。スキー用品を扱うな
ど対策を講じるものの、冬には売り上げが落ちて
しまうという悩みを抱えていた。
そこで、目をつけたのがオンラインショップで
ある。インターネットを使って全国を対象にすれ
ば冬でも野球用品の需要はあると考えたからであ
る。最初は、独自にホームページを開設し、野球
用品の販売を始めた。実店舗と同様に優れた商
品・サービスを提供しているうえ、野球用品のオ
ンラインショップが珍しかったことから、売り上
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げは順調に伸び、一時は年商6,000万円にまで達
した。初期のオンラインショップとしては大成功
である。
ところが、オンラインショップが社会的に認知
されるようになると大手企業やメーカーなど同業
者が続々と参入してくるようになった。同社の
ホームページは検索しても上位に表示されなくな
り、その結果オンラインショップの訪問者は減少
の一途をたどり、売り上げも減っていった。
オンラインショップを担当していた桑原勇

ゆう

偉
い

常
務は、2003年に自社サイトを閉鎖して「楽天市場」
に出店することにした。当時の「楽天市場」全体
の取引高は現在の 8分の 1程度しかなかったが、
それでも日本最大のインターネット・モールであ
り、集客力は群を抜いていたからである。
「楽天市場」に出店後、買い物客は増加に転じた。
そこで、「Yahoo!ショッピング」にも出店する。
現在では、インターネット上の 2店舗合計で月に
およそ1,000万円を売り上げるまでになった。自
社サイトを運営していたときの 2倍にもなる。
モール内での他店との競争は激しいが、集客力の
大きさによるプラスの効果は競争によるマイナス
の効果を上回るのである。
「楽天市場」も「ヤフー・ショッピング」も、
実はクラウドサービスである。ショップづくりに
欠かせないものはすべて用意されており、マニュ
アルに従ってパソコンの画面に入力していくだけ
で開店できるようになっている。もちろん、ホー
ムページを作成する知識があれば、自由に手を加
えることも可能である。
㈲バンダイスポーツも、自社のホームページを
もっていたとはいえ、自在にホームページをつく
れるわけではない。ホームページを作成する知識
はないが、オンラインショップを始めたいという
企業にとって、「楽天市場」や「Yahoo!ショッピ
ング」は最適な入門方法といえるだろう。
なお、出店費用は、「楽天市場」の場合は初期

費用が 3万2,000円、最も安いコースの利用料が
月額 1万9,500円である。「ヤフー・ショッピング」
の場合は初期費用が 2万1,000円で、最も安いコー
スの利用料は 2万790円である。どちらも売り上
げに応じたロイヤルティがかかる。また、携帯電
話にも対応しているので、携帯電話を使う消費者
もターゲットにすることができる。
同社は2008年に起きたサブプライムローン問題
を契機とする不況で、販売不振に苦しむメーカー
や問屋を見て、仕入れの方法を切り替えた。従来
は、たとえば季節性の強い商品はオフシーズンに
なると返品し、代わりの商品と交換してもらうと
いう、業界では標準的な仕入方法を行っていた。
それを全品買い取りに切り替えたのである。返品
をやめたことによりメーカーや問屋が人気商品を
優先的に回してくれるようになった。他のオンラ
インショップでは品切れでも、同社では在庫があ
るということが多くなり、顧客がさらに増えたと
いう。オンラインショップという販売経路があれ
ばこその仕入戦略であるといえよう。

②　ｅマーケットプレイス
インターネット上のショッピングモールは企業
と消費者が出会う場であるが、ｅマーケットプレ
イスは企業間取引の新たな機会を提供する。
㈱雄都水産（宇都宮市）は、魚介類や水産加工
品の卸売業者である。商品の配送を自社で行って
いることから、営業範囲は地元の栃木県から隣接
する茨城県西部に限られていた。そのため、業歴
を重ねるにつれ、新規の取引先を開拓することが
だんだんと難しくなっていった。業績不振から廃
業する取引先もあった。
そこで、2007年から利用を始めたのが㈱イン
フォマートの「商談システム」である。これもク
ラウドサービスであり、ソフトウエアを購入する
必要もインストールする必要もない。会員登録を
し、ブラウザを開き、売りたいと思う商品のデー
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タを専用のページに決められた通りに入力してい
くだけでよい。買い手企業として同システムを利
用している約2,400社の企業が商品カタログを検
索して打診してくる。引き合いがあるのを待つだ
けではなく、商材を探している企業に提案するこ
ともできる。
無料の試用期間中に商品をいくつか掲載した段
階で数社から引き合いがあり、これは新規顧客獲
得の道具になると判断して導入を決めた。 1カ月
の利用料金は 2万5,000円である。自分で入力す
るのが面倒だとか、よくわからないとかといった
場合には、10万円で入力作業等を代行し、使い方
を教えてくれるサービスもある。
このシステムを利用してから新規に獲得した取
引先はおよそ120社にもなる。なかには少額の取
引にとどまっている販売先もあるが、全国展開し
ているコンビニエンスストアに総菜を納めている
大阪の企業との取引が始まるなど、従来なら考え
られなかった地域の企業と取引ができるように
なったのは大きな収穫だという。
「商談システム」を契機として獲得した取引先
との売上高がどれくらいになるのかは実は把握さ
れていない。継続的な取引になったり、大口の取
引になったりした場合は、「商談システム」を通
さずに直接取引をするようになる場合もあるから
である。ただ、最初の 1年間に限っても2,400万
円を売り上げたというから、費用に見合う効果は
あったといえるだろう。また、買い手として掘り
出し物を購入する場合や在庫処分に利用する場合
もあり、売上高が増えたこと以外の効果もある。
インターネットの企業間取引で心配になるの
は、代金を回収できるかということであるが、「商
談システム」では「決済代行システム」を利用す
ることもできるので回収不能になるおそれはほと
んどない。これは買い手企業に代わって㈱イン
フォマートが代金を支払うものである。ただし、
システムの利用料として取引額の 5％がかかる。

同社では、今後もクラウドサービスを活用し、
受注の拡大と事務の合理化を図っていく考えであ
る。事務の合理化に関しては、やはり㈱インフォ
マートのクラウドサービスである「受注・営業シ
ステム」を導入し、移行を進めている。買い手が
商品を検索・発注したものを自動的に処理するシ
ステムで、買い手は商品情報に関して詳細に閲覧
でき、営業マンの記憶に頼った検索よりも正確で
ある。電話等を使った場合と異なり、商品名や数
量の聞き間違い、書き間違いといったミスも少な
くなる。ちなみに、この「受注・営業システム」は、
新規開拓に利用するのではなければ無料である。
便利な企業間取引のクラウドサービスにも問題
はある。㈱雄都水産の場合、担当者が 2人しかい
ないので、データを入力するのに時間がかかるこ
とである。しかも商品のなかには価格が変わった
り、生産中止になってしまったりするものもある
からデータのメンテナンスも必要である。商品
データは豊富で新鮮であるほど引き合いが増える
から、人員の少ない中小企業にとっては頭の痛い
問題である。
より根本的な問題は、インターネットを介した
取引を増やすには、買い手にも同じシステムを利
用してもらわなければならないことである。とこ
ろが、既存の取引先にはICTに関心がない企業も
多く、既存の取引すべてをインターネット経由に
することは困難な状況にある。ただ、従来のフェ
イス・トゥ・フェイスよる営業も重要であり、並
行して行っていけばよいと同社は考えている。

③　携帯電話による販促
2010年 9 月末の時点で日本における携帯電話の
契約数は 1億1,540万にもなる（㈳電気通信事業
者協会調べ）。これだけ普及している携帯電話を
販促の道具として利用しない手はない。典型は会
員登録をしてもらった消費者の携帯電話に、割引
クーポンやセールの案内を送信するものである。
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㈲大蔵屋（会津若松市）は会津の郷土料理を土
台にした創作料理を提供する「鶯

おう

宿
しゆく

亭
てい

」を 2店
舗経営している。多くの地方都市と同様に会津若
松市も人口が減少し、高齢化が進む一方で、チェー
ン店が進出するなど、小規模な飲食店を取り巻く
環境は厳しさを増している。「鶯宿亭」も、来店
してくれた人の評判はとてもよいものの、積極的
にPRをしてこなかったこともあって、売り上げ
にかげりが見えてきた。
そのようなとき、地域の経営者などが集まる勉
強会で知ったのが、携帯電話を利用した販促であ
る。仕組みは簡単で、まず来店客に二次元バーコー
ドを携帯電話で読み取ってもらい、携帯電話用に
つくられた店のホームページにアクセスしてもら
う。すると、会員登録のボタンがあるので、クリッ
クしてメール会員になってもらうのである。会員
には、原則として週に 1度の間隔で携帯電話に
メールを配信し、今週のおすすめなどを紹介する。
携帯電話用のホームページやバーコードの作
成、メールの配信はすべてベンダーに委託してい
る。このうち、クラウドサービスと呼べるのは会
員登録をしてメールの配信リストを作成し、実際
にメールを配信するサービスである。メール配信
ソフトはパッケージでも販売されているが、当然
パソコンが必要になるし、自分で操作しなければ
ならない。
㈲大蔵屋が行うのは携帯用サイトとメールの内
容を考えることだけなので、ICTの知識がなくて
も差し支えはない。ただ、携帯電話は普段から使っ
ているが、販促用のメールなど考えたこともない
ので、どのような内容にするか、またどうやって
会員になることを勧めるか、同社にとっては手探
りの作業である。
メール配信サービスを始めて日が浅いうえに、
積極的に会員になるよう勧めているわけでもない
ので会員数はまだ60人強にとどまっているが、そ
れでもメールを配信すると二、三人が来店してく

れる。来店しないまでも、この前はメールをもらっ
たのに行けなくて悪かったねと言ってくれる。定
期的な配信だけではなく、予約の少ない日に合わ
せて割引クーポンを配るなど、メール配信の使い
方にはまだ工夫の余地はあるが、月額4,410円の
利用料金に見合う効果を得ていると経営者は満足
している。パソコンがない同社にとって、いまや
携帯電話は大事な商売道具になりつつある。

⑵ブランドロイヤルティの形成

①　確実なサポート
一時的に売り上げが増加しても、獲得した客が
リピーターになってくれないのであれば、経営は
安定しない。企業の製品やサービスに対して、ブ
ランドロイヤルティを形成し、継続して取引して
もらう必要がある。
セールス・オンデマンド㈱（東京都新宿区）は
掃除ロボット「ルンバ」の日本総代理店であり、「ル
ンバ」のヒットで多忙な日々を送っている。
商品が売れると、点検・修理の依頼や問い合わ
せの数も飛躍的に増えていく。最初は電話や電子
メールなどを使い、手作業で一件ずつ対応してい
たが、対応漏れや連絡ミスが発生するようになっ
た。そこで、マイクロソフトのアクセスというデー
タベースソフトを使って解決しようとした。
だが、百貨店のように複数の「ルンバ」を購入
している顧客を一元的に管理するのが難しいこ
と、営業所とのやりとりは依然として電子メール
やファックスに依存していたことから、インター
ネット経由で顧客管理できるクラウドサービスを
利用することに決めた。「クラウド」ならインター
ネットに接続さえできれば、本社と営業所の全員
が同じ情報を共有できる。
いくつか検討した結果、同社が導入したのは㈱
セールスフォース・ドットコムの顧客管理サービ
スだった。決め手はリアルタイムで情報を共有で
きること、個人情報であるデータを閲覧する権限
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を必要に応じて制限できることだった。また、料
金も利用する社員 1人当たり月 1万5,000円と比
較的安かったことも選んだ理由である。一見高価
だが、同様のソフトウエアを購入すると数百万円
かかることも珍しくない。また、クラウドサービ
スなら自動的にバージョンアップされていくの
で、ソフトウエアを買い替える必要もない。
クラウドサービスに移行してからは連絡の間違
いや漏れは目に見えて減った。製品・商品がどれ
ほどよくてもサポートが悪ければ商品の売れ行き
に悪影響が出かねない。逆に、サポートが充実し
ていれば競合製品が出ても、「ルンバ」を継続し
て購入してもらえる確率は高まる。良い口コミも
期待できる。同社はクラウドサービスの活用でブ
ランドロイヤルティを形成しているのである。

②　顧客とのコミュニケーション
統計がないので断定はできないが、近年は、ブ
ログを使ったホームページを開設する企業が増え
ているようである。ブログはHTMLなど従来か
らあるウェブページ記述用のマークアップ言語を
使う。したがって見た目が決定的に異なるわけで
はない。
にもかかわらず、企業がブログ形式のホーム
ページをもつのは、作成過程全体がクラウドサー
ビスとして提供されているためである。つまり、
ブラウザ上で用意されたパーツを組み合わせるこ
とでホームページを作成できる。データはサービ
ス事業者のサーバに保存される。もちろん、自分
でブログを作成することもできるが、クラウド
サービスを使えば、作成用のソフトウエアもデー
タを保存するサーバも必要がなく、知識が乏しく
ても簡単にホームページを作成・更新することが
できる。
ホームページの制作・更新を外部に委託してい
る企業は少なくないが、この場合タイムリーな更
新はほぼ不可能であり、更新の都度費用がかかっ

てしまう。頻繁に更新するならブログの方がよい。
また、はじめてホームページを開設する企業にも
適している。
無料のブログサービスを使う企業も多いが、こ
の場合には広告が入るのが一般的である。他企業
や競合製品の広告を表示させたくない場合は、有
料のサービスを使うことになる。有料のビジネス
ブログは個人の利用を想定してつくられた無料の
ブログサービスとは異なり、商用に適したデザイ
ンや機能を備えている。
また、ブログは企業が書いた記事に対して閲覧
者がコメントを書くことができる。他の閲覧者は
そのコメントも参考にできる。そのため、閲覧者
と一緒になって話題を盛り上げることが可能であ
り、顧客とのコミュニーケーションを深めるツー
ルとなりうる。
従来型のホームページの場合でも、電子掲示板
という別のページに質問や意見を書き込み、企業
が返事を書くというコミュニケーションの方法が
ある。しかし、この方法にはホームページの記事
と掲示板の書き込みとの間に関連があるかどうか
は、実際に掲示板を見て、探してみないとわから
ないという欠点がある。
㈲白水堂（会津若松市）は、音楽教室の開催や
楽器・楽譜の販売を行っている。ICT利用の歴史
は古く、パソコン通信の時代に楽譜のダウンロー
ド販売を行っていたという。もっとも、システム
はすべて知人の会社がつくったもので、同社は販
売を担当していただけであり、コンピュータの知
識があったわけではない。
ホームページも早くから開設していたが、制
作・更新ともすべて外注していた。これでは更新
がスムーズにできない。同社は、ホームページを
地域への情報発信・顧客とのコミュニーケーショ
ンツールと位置づけており、タイムリーに更新が
できないことは悩みの種だった。そこで、目をつ
けたのがブログである。ブログなら思いついたと
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きにすぐ記事にできる。顧客の意見も集められる。
現在、同社のホームページは「livedoor� Blog」

でつくられている。無料のコースを使っているの
で記事ごとに広告は入るが、デザインを工夫し、
目立たないようにしている。デザインは会津大学
の学生に依頼して作成してもらった。
ブログに変えてから、タイムリーなニュースを
発信できるようになり、また消費者が気軽に質問
してくれるようになった。ときには提案してくる
消費者もいる。同社では手書きのDM等によるコ
ミュニケーションにも力を入れており、ブログに
よってどれだけ顧客が増えたかを特定することは
できないが、たとえばポイントカードの発行枚数
は7,000枚を超え、着実に地域に浸透している。
ブログはコミュニケーションツールとしての役割
は果たしていると感じているという。最近では、
よりすばやい情報発信のツールとしてTwitterも
使い始めた。これにも広告は入るが無料のクラウ
ドサービスである。効果を測定できないのは難点
であるが、もともとタイムリーな情報発信が目的
であり、無料のサービスを使っているのであるか
ら、たとえ小さな効果であったとしても十分であ
ると経営者は考えている。

③　インターナル・マーケティング
理美容業や宿泊業など、人手によってサービス
を提供するビジネスでは、顧客の満足度を高める
には従業員のやる気を引きだすインターナル・
マーケティングが重要である。会社に不満を抱え
た従業員や意欲の乏しい従業員では、消費者を満
足させるサービスは提供できないからである。
㈱オオクシ（千葉市稲毛区）は、100名を超え
るスタッフを抱え、20店舗を経営し、なおも積極
的に出店を続けているヘアーサロンである。だが、
現社長が就任した1997年には従業員数名の平凡な
理容室だった。むしろ、バブル時の借入金返済が
残っていて経営状況は厳しかったという。

急成長の始まりはデータの収集である。現社長
が就任前に、学生時代にコンビニエンスストアで
アルバイトしていたときのPOSレジを使った売
上・顧客管理を参考にして、理容室のデータを収
集・分析するソフトウエアの開発を外注した。開
発費は300万円で当時の経営状況からすれば大き
な負担だったが、このソフトウエアから成長の基
礎となる多くのことを学んだという。
こんなエピソードがある。てきぱきとして愛想
もよい従業員と、動作が緩慢でいつも叱られてば
かりいた従業員がいた。だれでも前者の方が売り
上げが多いと思う。ところが、データをとってみ
ると、売り上げが多かったのは後者だった。前者
は要領がよいだけであり、本当に顧客の支持を得
ていたのは後者だったのである。データで裏づけ
ることの重要性を痛感した出来事だったという。
また、顧客にアンケートを行い、顧客は技術で
はなく、接客の良さを重視していることもわかっ
た。大半の顧客はカットやパーマの細かな技術ま
ではわからないから、よほど下手ではないかぎり、
技術よりも接客の方が重視されるのである。
だから、技術力が高いベテランよりも新人の方
が売り上げが多く、リターン（再来店）率が高い
こともある。ベテランは顧客の要望をあまり聞か
ず、自分に任せてくれとなりがちであるが、技術
に自信がない新人は不安だから顧客の要望を聞
き、何度も確認する。言葉遣いも丁寧になる。そ
れを顧客は接客が良いと感じるのである。こうし
たこともデータを収集・分析することでわかっ
た。そこで、学校を出たばかりの新人も十分に教
育・訓練したうえで、早期に顧客を担当させるよ
うにしている。早く実務を担当したい新人の期待
に応えてやる気を引きだすだけではなく、ベテラ
ンの刺激にもなる。
どうすれば顧客に接遇が良いと感じてもらえる
かを従業員にデータを示しながら考えた結果、し
だいに繁盛店へと変わっていった。ICTをイン
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ターナル・マーケティングに活用したのである。
ある企業は、㈱オオクシの接遇を見習えと、社員
全員に同社で髪を切るように命じたという。
多店舗展開するようになってからは、データの
収集をリアルタイムに行えるように㈱ハイパーソ
フトのPOSレジサービスを利用している。各店舗
はPOSレジをリースして設置するだけで、データ
の収集と処理はインターネット経由で㈱ハイパー
ソフトが行う。料金はどのような機能を使うかで
異なるが、受付、会計といった最も基本的な機能
を使うだけであれば、月に 1万2,800円である。
このPOSレジサービスでもさまざまな分析がで
きるが、㈱オオクシでは社員の指導、そして顧客
満足度の向上にとってより効果的な分析を行うた
めに、㈱ビューティコミュニケーションシステム
という別会社を設立し、独自開発のソフトウエア
を使ってPOSレジで集めたデータの分析を行い、
従業員の指導方針を立案している。
㈱ビューティコミュニケーションシステムが分
析したデータは店舗側でも見ることができるが、
閲覧できるデータは職位によって異なる。スタッ
フと店長、店長と経営陣とでは共有しておくべき
データが異なること、データが多すぎるとかえっ
て混乱するだけであり、必要なデータだけを見せ
る方が効率的だからである。
㈱オオクシはデータを重視しているが、データ
がすべてだと考えているわけではない。一例を挙
げよう。同社では、スタッフごとに目標売り上げ
を設定しているが、達成してもしなくても給料は
変わらない。成果給にすると、目標の達成を優先
するあまり、接遇がおろそかになってしまうおそ
れがあるからである。また、成果給では、スタッ
フの生活が安定しないという問題がある。収入が
安定していなければ仕事に身が入らないと経営者
は語る。
では、なぜ目標を設定しているのか。それはス
タッフの問題点を把握し、解消する手段を考える

ためである。顧客の支持を得て、売り上げやリター
ン率が上がることはスタッフにとって何よりも嬉
しく、もっと頑張ろうという気になる。スタッフ
を気に入ってもらえれば、店舗にとっては固定客
の増加になる。サービス業では、従業員の満足度
を高めることがブランドロイヤルティの形成につ
ながるとともに、利益を増やす最善の方法である。
㈱オオクシにとって、ICTはその手段にすぎない。

⑶コストダウン

①　業務の自動化
コストダウンは事業経営にとって永遠の課題で
ある。しかし、コストばかりに気をとられると、
品質や顧客サービスが低下し、客離れが起きてし
まうおそれもある。
運送業を営む㈱小野寺商事（茨城県猿島郡境町）
は、「みまもりくん」というクラウドサービスを
利用し、業務の効率化によるコストダウンと顧客
サービスの向上を同時に実現している。このサー
ビスを利用するにはパソコンだけではなく、「み
まもりくんコントローラー」という車載器が必要
になるが、ソフトウエアは不要である。
「みまもりくん」には、運送業者に必要と思わ
れる機能が一通りそろっている。たとえば、エコ
ドライブモニターがついていて、急加速や急発進
など燃費の悪化につながる運転をすると車載器の
ディスプレイに警告が表示されるとともに、会社
のパソコンにも送信される。レポートにしてパソ
コンから運転状況を出力することもできる。デジ
タルタコグラフ機能もあり、詳細な運行データも
作成できる。ただし、タコグラフのデータを解析
するには専用のソフトウエアが必要であり、これ
は購入してパソコンにインストールしなければな
らない。同社では「みまもりくん」で作成した運
行データを元に運転手といっしょに運転方法の改
善策を考えるようにしている。
GPS機能があるので、運転日報も自動的に作成
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できる。しかも、パソコン上にどの車両がどこを
走っているかがリアルタイムで表示されるので、
配送状況に関する問い合わせにすぐ回答できるう
え、急な依頼にも対応しやすい。燃費の向上によ
るコストダウンよりも、顧客への対応が速くなっ
たことの方が重要だと同社では考えている。
費用は、デジタルタコグラフを使わないのであ
れば、車載器の取り付け費用を除いて初期費用は
1台87,330円、基本機能だけであれば月の利用料
は 1台945円である。初期費用はやや高いが、燃
費の向上ですぐに回収できる。
「みまもりくん」だけが要因ではないが、同社
の業容は拡大する一方で、2002年の創業からわず
か 8年で大型19台を含め、トラック53台を保有す
るまでになっている。

②　ムダの削減
業務の合理化を進めるに当たってよく言われる
のが「ムリ、ムラ、ムダ」の削減である。だが、
中小企業の場合、実行するのはなかなか難しい。
得意先に頼まれれば多少の「ムリ」はきかざるを
えない。「ムリ」な仕事を引き受けるからこそ得
意先が増えるという面もある。もちろん、「ムリ」
ではなくなるような仕事のやり方を開発できれば
強みになるが、そう簡単にはいかない。
「ムラ」も同様である。品質に「ムラ」があっ
てはいけないが、受注・販売に「ムラ」があるの
はやむをえない。仕事量を安定させることができ
れば経営者は苦労しない。毛皮販売や積雪量の多
い地域の建設業のようにそもそも季節変動が大き
いビジネスもある。また、仕事量が不安定だから
こそ中小企業が活躍できるという側面もある。
しかし、「ムダ」は異なる。どのような中小企
業でも削減は可能である。「ムダ」にもいろいろ
な種類があるが、会津若松市にある㈱天狗堂が取
り組んでいるのは、従業員が互いの現状を把握で
きないことによる「ムダ」の削減である。

同社の業務は看板や車両マーキングなどサイン
全般である。社内での作業よりも営業やデザイン
の打ち合わせ、施工で出かけることの方が多い。
そのため、ホワイトボードに各自が予定を書き込
み、朝には全員が確認するようにしてきたが、顧
客からの依頼や施工の都合などで従業員の予定は
変化する。いったん外出してしまうと、経営者も
含めて全員が、互いがいまどこで何をしているか
を知ることはできなかった。
そのため、施工担当の従業員Ｘが現場Ａで別の
企業から看板制作の相談を受けたときに、実は営
業担当の従業員ＹがＢ社との打ち合わせが終わっ
て現場Ａの近くを通って帰社するところだったと
いうことが後でわかるということが起こる。もし、
従業員Ｘが従業員Ｙが近くにいることが知ってい
れば、新規の相談にすぐ対応できたはずである。
このようなことは他の企業でもよくあることだ
ろう。多くは一刻を争う問題でもない。だが、会
社にとっても営業担当者にとっても、そして何よ
りお客にとって時間が「ムダ」になる。お客のも
とに行くためのガソリン代も余分にかかる。「ム
ダ」を省き、お客の要望にすばやく対応すること
が、お客から頼りにされる企業になる手段の一つ
である。
スケジュール管理にはパソコンや携帯電話を
使ったグループウエアがよく利用されている。同
社でも使ったことがあるが、上述のような問題は
解決できなかった。
そこで、各従業員が「施工が完了した」「打ち
合わせが終わった」「現在Ｃ社からからＤ社に向
かって移動中」といった情報を携帯電話のメール
で相互に送信することにした。同時に送信できる
メールの数は携帯電話の機種や携帯電話のキャリ
アによって異なるが、 5人前後であればほとんど
の携帯電話が対応している。上限を超えてメール
を同時に送信したければ、前述の㈲大蔵屋のよう
にメールの同時配信サービスを利用すればよい。
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外に出る社員全員がそれぞれのスケジュールを
リアルタイムで共有できるようになったことによ
り、前述のような機会損失は減った。経営者も全
員のスケジュールと現在の状況を確認できること
から、より適確な指示を出せるようになった。
目に見えて売り上げが増えた、経費が削減でき
たというわけではないが、作業の効率は間違いな
く上がったと感じている。
ちなみに、同社では営業のツールとしてiPad（持
ち運び可能なタブレット型パソコンの一種）も使
い始めている。たとえば、会社のパソコンに蓄積
してある施工例をiPadにコピーして打ち合わせ先
に持って行き、プレゼンテーションに使うのであ
る。パソコンでも可能だが、起動が速いからお客
を待たせることもなく、またすべての操作を指で
行える点が便利である。ここでも「モバイル」で
「ムダ」を削減しているわけである。
「モバイル」は日進月歩で多機能化・高性能化
が進んでいる。今後も「ムダ」の削減に一段と役
に立つと考えられる。

4 　むすびにかえて

⑴「クラウド」利用の留意点

「クラウド」では、サービス提供業者の選択が
重要になる。データはサービスの提供業者がサー
バに保存する。個人情報も含まれるであろうから、
情報漏洩があってはならない。個人情報が流出す
れば、たとえサービス提供業者に落ち度があった
としても言い訳にはならない。顧客の信用を失う
のは利用している企業の方である。
漏洩だけではなく、サービス提供業者による
データのバックアップ、たとえばコピーして別の
サーバに保存するといった対策をとっているかも
重要である。また、継続してサービスを利用でき
るかも利用者としては心配な点である。倒産する

場合を含めてサービスを停止してしまう業者も皆
無というわけではないからである。
残念ながら、サービスの信頼性や安全性を確認
する決め手はない。個人情報の管理については、
㈶日本情報処理開発協会が付与するプライバシー
マークを取得しているかどうかを確認するという
方法がある。㈶日本情報処理開発協会のホーム
ページにはマークを付与した業者のリストが掲載
されている。なかには有効期限が過ぎているにも
かかわらずプライバシーマークを取得しているか
のように表示している企業もあるが、そうした業
者の一覧もホームページに掲載されている。
また、㈶マルチメディア振興センターでは、ク
ラウドサービスの安全・信頼性にかかる情報開示
認定制度というものを設けており、認定を受けて
いるサービスであれば信頼できるだろう。
ただ、こうした認定を受けてはいないが、優秀
な業者も多い。逆に、質の悪い業者も皆無ではな
い。前述のセールス・オンデマンド㈱では、利用
者の多さを選択基準の一つにしたという。利用者
が多いということはそれだけ評判が良いというこ
とであるから、理に適った考え方である。もし、
利用している企業のなかに大企業があれば信頼性
はさらに増すだろう。大企業はサービスの性能だ
けではなく、信頼性やセキュリティ、継続性も評
価した上で利用するはずである。同じサービスを
利用している企業を探して実情を確認するという
方法もある。繰り返しになるが、ベンダーの営業
トークを鵜呑みにすることだけは絶対に避けなけ
ればならない。
ICTそのものがよくわからないという場合は、
商工会議所や商工会、中小企業振興公社にある無
料の相談窓口を活用するとよい。ITコーディネー
ターの資格をもった中小企業診断士など、専門家
のアドバイスを受けることができる。
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⑵　中小企業のICT利用を促進するために

ICTを中小企業全体に広く普及させるには、通
信回線などインフラストラクチャーの整備やパソ
コンなど情報通信機器の価格を引き下げたり、操
作をより簡易にしたりといった工夫が必要であ
る。しかし、そうしたハードウエアの整備は普及
の前提であり、本当に普及させるにはICTが経営
の役に立つことを理解してもらうように努力する
必要がある。そのためには、ベンダーだけではな
く、行政や公的な機関が中心になって活用事例を
紹介していくことが重要だろう。
たとえば、経済産業省は早くからICTを活用し
た企業の事例を冊子等で紹介しており、2008年か
らは「中小企業IT経営力大賞」を設け、受賞企
業だけではなく、「IT経営実践認定企業」を含め
た事例をホームページ上で公開している3。
2010年版では組合組織と医療法人、農園を除い
て108社が紹介されている。ただ、108社のうち、
従業員20人以下の企業は19社にとどまっている。
活用事例が少ないのが小規模な企業の現実である
とはいえ、50人、100人といった規模の企業の事
例は、どれほど優れていても小規模な企業やICT
の導入が遅れている企業の参考にはならないだろ
う。キャッチボールもできない野球の未経験者に
トップ選手のプレーを見せ、さあ君もやってごら
んといっているようなものだからである。むしろ、
腰が引けてしまうかもしれない。
それでも、20人以下の企業事例を見ると、これ
ならできそうだと思わせる例も多い。「中小企業
IT経営力大賞」のような表彰制度は、受賞企業
にとっては励みになるし、受賞を目標にICTの活
用を進めて行くことは経営改善につながるだろ
う。ただ、小規模な企業ほどICTが普及していな
いという現状を考えると、高度な利活用の事例だ

けではなく、ちょっとした工夫で成果を上げてい
る企業の事例をより多く紹介する必要がある。
さらに、より大きな問題として、せっかく事例
を集めてホームページに掲載しても、あるいは冊
子にしても、そもそもICTに関心が薄い経営者や
ICTのリテラシーが低い人の目に触れることはな
いだろうということが指摘できる。
そうなるとインターネットを使った啓蒙・普及
活動ではなく、セミナー等を通して直接中小企業
経営者にICTの導入メリットを訴えていく必要が
ある。その際、セミナーのタイトルは「ICTの活
用で業務の合理化」や「クラウド導入事例」、あ
るいは「Excel入門」といったものではない方が
よい。ICTに関心が乏しい人は集まらないからで
ある。テーマによっては、ユーザー企業よりも、
ユーザーを開拓しようとするベンダーの方が多く
集まってしまうこともある。
ICTに関心がない経営者でも、売り上げや利益
の増大、コストダウンには常に頭を悩ませている
から、これらをセミナーのテーマとし、顧客の獲
得やコストダウンの手段としてICTの活用事例を
紹介する方が小企業にICTを利用してみようと思
わせるには有効だと思われる。行政、商工会議所・
商工会には、中小企業におけるICTの普及、利活
用に関してさらなる工夫を期待したい。
また、すでにICTの利活用を進めている中小企
業はぜひ他の中小企業にも利用を勧めるべきであ
る。ICTを活用する企業が増えるほど、ICTから
得られる利益は大きくなる。たとえば、すべての
企業が受発注をインターネット経由で行うように
なれば受発注のミスも減るし、紙の節約にもなる。
産業廃棄物の処理では排出事業者が適正に処理
をしたというマニフェストを作成しなければなら
ない。マニフェストを作成するには、排出事業者
だけではなく、収集運搬業者や処理業者の証明が

3� 　http://www.�itouentai.�jp/itjirei/index.�html。ちなみに、本稿で紹介した㈱オオクシは2010年に大賞を受賞している。
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必要になる。現在、ほとんどのマニフェストはオ
フラインで作成されている。電子マニフェストも
あるが、導入が進んでいないからである。もし、
電子化が進めばマニフェストの作成は簡単で迅速
になる。電子化するためのコストはかかるが、関
係するすべての企業で事務の効率が飛躍的に向上
する。
このようになればICTがあれば便利だという状

況から、ないと困るという状況に変わっていく。
いったんICTのメリットがわかれば、ICTの利活
用に弾みが続くだろう。
「クラウド」と「モバイル」の登場で、ICTは
一段と身近なものになった。中小企業にICTを普
及させる絶好のチャンスである。行政やベンダー
はこの機を逃さず、中小企業におけるICTの利活
用が進むように支援策を講じてほしい。
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